	　　　　　　　　　　研修報告書
	C.E.O.


	I.O.O.



	　所　　属　　南山苑在宅介護支援センター　職種　ソーシャルワーカー　氏名　山口　裕美子

	　期　　間　　平成　18　年　9月　5日　　

	　出張目的　　在宅介護支援センターの再編に関する研修会

	　出 張 先　　青森県民福祉プラザ４階「県民ホール」

	研修要旨　（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


講演「在宅介護支援センターから地域包括支援センター移行に向けての課題と展望」　

講師：三重県在宅介護支援センター協議会会長

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会研修委員長 　西元　幸雄　氏

１．在宅介護支援センターの役割そもそも論

　　1)在宅介護支援センターは何のためにできたのか？

      昭和50年代前期頃より「在宅３本柱」（デイ・ショート・ヘルパー）展開の武器として施設と在宅サービスの総合的な介護サービスの展開が必要とされた。この頃からケアマネジメントの中心的な機関として存在し、介護保険制度では切っても切れない技術を醸成した。

　　2)平成12年か以後保健制度実施に伴う変化

　　　生活支援の根拠は「地域支えあい事業」だが、突然の改革に市町村、事業者は混乱した。結果、予算を消化できず、在宅介護支援センターの予算は削減された。

　　3)2015年の高齢社会像

　　　・高齢者人口の「ピーク前夜」へ…2015年には「ベビーブーム世代」が前期高齢者に到達し、2025年には高齢者人口がピーク（約3500万人）を迎える。

　　　・認知症高齢者が250万人へ…認知症高齢者（現在150万人）が2015年には250万人になると推計される。

　　　・高齢者の一人暮らし世帯が570万世帯へ…2015年には、高齢者世帯は約1700万世帯に増加。そのうち一人暮らし世帯は約570万世帯（約33%）に達する。

　　　・「高齢者多死時代」へ…年間死亡者数が、2015年には約140万人、2025年には約160万人に達する。

　　　・今後急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする「都市部」。住まいの問題を含め、高齢化問題は従来と様相が異なってくる。

　　　

そこで、

　　　　高齢期になっても住み慣れた地域で人生を送るため、施設と在宅の二元論を超えた「地域ケア」を展開していく重要な柱として、

　　　　　①介護ニーズ以外の様々な生活支援ニーズに対応する「包括的ケア」
　　　　　②要介護になる以前からの健康管理・介護予防からターミナルサービスまでが切れ目なく提供される「継続的なケア」
　　　　　③地域を支える基盤の形成

　　　つぎの3つの基本機能を有する「地域包括支援センター」の創設を提案

1. 総合的な相談窓口機能

2. 介護予防マネジメント

3. 包括的・継続的マネジメント

　　　

　　4)地域支援事業の創設

　　　・介護予防事業

　　　　①介護予防スクリーニング事業

　　　　②要支援、要介護になる恐れの高い者等を対象とする介護予防サービスの提供（特定高齢者施策）

　　　　③全高齢者を対象とする介護予防事業（一般高齢者施策）

　　　・包括的支援事業

　　　　①介護予防マネジメント

　　　　②総合相談支援事業（地域の高齢者の実態把握、介護以外の生活支援サービスとの調整）

　　　　③権利擁護事業（虐待の防止、虐待の早期発見）

　　　　④包括的・継続的マネジメント事業（支援困難事例に関するケアマネへの助言、地域ケアマネのネットワークづくり）

・任意事業

　①介護給付適正化事業

　②家庭介護支援事業　等

　　5)「地域包括ケア」の確立

　　　・地域包括ケアとは…高齢者が住み慣れた地域で出来る限り継続して生活を送れるように支えるためには、個々の高齢者の状況やその変化に応じて、適切なサービス、多様な支援を提供することが必要。そのためには、自助努力を基本にしながら介護保険を中心としつつも、保健・福祉・医療の専門職相互の連携、さらにはボランティアなどの住民活動などインフォーマルな活動を含めた、地域の様々な資源を統合、ネットワーク化し、高齢者を継続的かつ包括的にケアする必要がある。

　　6)地域包括支援センターの運営状況（H18.4月現在）

　　　①地域包括支援センター設置数（保険者数　1,690）

　　　　　センター設置保険者　1,483（87.8%）

          センター数　　　　　3,436

　　　②設置主体と委託先

　　　　　直営　　　　　　　　1,179（34.3%）

　　　　　委託　　　　　　　　2,257（65.7%）

      ③1センターあたりの職員配置状況（センター長・事務を除く）

　　　　　12人以上　　　　　　　　52ヶ所（1.5%）

        　9人以上12人未満　　　　73〃　（2.1%）

          6　〃　　9　〃　　　　　236〃　（6.9%）

          3　〃　　6　〃　　　　2,546〃　（74.1%）  

          3人未満　　　　　　　　529〃　（15.4%）

２．四日市市南地域包括支援センターとブランチ在宅介護支援センターの取組み

　　1)地域包括支援センターの基本的な機能

　　　①地域包括支援ネットワークの意義

　　　　・地域における包括的・継続的マネジメント体制の構築（日常的な課題検討・情報交換と個別ケースへの対応）

　　　　・総合相談支援・権利擁護、介護予防業務等のバックアップ体制の構築

　　　　・地域における人材育成・確保

　　　　・地域づくり等の取組みへの活用

　　　②地域包括支援ネットワークの構築

　　　　・地域包括支援センターの活動を支えるネットワーク（メンバー例）

　　　　　　介護保険サービス関係者、利用者、被保険者、成年後見関係者、民生委員、地域支えあい等のインフォーマルサービス

　　2)地域包括支援センターは、いま

　　　①考えられる地域包括支援センターの課題

　　　　・地域包括支援センターは24時間対応365日の対応をしないのが原則（相談は24時間必要、災害時の緊急対応などが困難）

　　　　・生活圏域を人口2～3万人程度に1ヶ所を目安としている（2～3中学校区人口に匹敵）ので住民のアクセスが不便になる地域が出ること。

　　　　・行政直営などでまったく経験のない職員が配置されたり（職員のスキル）、これまでの地域住民になじみのなかった職員が配置されることで「住民の拠点機能」が弱くなる

　　　　・アウトリーチ（出かけてニーズの発見、対応をする）機能が弱くなる

　　　　・実態把握やインテーク窓口業務が困難になる

　　　　・ワンストップサービスでなくなる（居宅介護支援センターとの業務分離）など

　　3)四日市市の地域包括支援センターと在宅介護支援センターの関係

　　　

　　　





　　4)四日市市介護予防啓発事業

　　　　対象者 ： 一般高齢者（約60,000人）

      　在宅介護支援センターは、かかりつけ医の医学的評価、保健センターの生活機能評価、介護高齢福祉課の介護認定審査会の3つの網にかからない人の把握を行う。その結果、特定高齢者と判断された者に対し、通所型・訪問型介護予防事業を地域包括支援センターが各地区へ出張して実施する。

　　5)地域包括支援センター現状の活動課題

　　　・介護予防だけが地域包括支援センターの仕事ではない。介護予防アセスメントのときにソーシャルニーズも把握する。

　　　・ワンストップサービスの窓口としての機能化

　　　・アウトリーチ（外へ出る）事での実態把握

　　　・個人のニーズは身体機能のみならず「好み」「望み」「その人の持つ力」などを知る。

　　　・健診を受けない人を探す・介護保険を利用できない人を探す（ニーズの発見をするのが仕事）

　　　・ネットワークづくりは、まずヒューマンズコミュニケーションから

　　　・目標はフルタイム、フルメニュー、チームアプローチ

　　6)地域包括支援センターとブランチ（在宅介護支援センター）のコンビネーションシステムのメリット

について（四日市市の場合）
　　　・住民のサービスへのアクセスが向上する。

　　　・地域的課題やニーズの把握がきめ細かくできる

　　　・地域住民への啓発作業が円滑にできる。

　　　・インフォーマルサポートシステムの構築がしやすい。

　　　・地域包括支援センターの運営費用が安くなる（設置圏域を広げて、替わりにブランチを多数設置）

・障害・児童等も含むワンストップサービスが強化できる。

　　　・地域支援事業の経費の効率的運用が期待できる。

　　　・災害時の初期動作に必要な住民の実態把握ができる。

　　　・日常的な住民との繋がりは大変役に立つ（長岡市は被災防止活動の初期動作にも実績がある）

　　　・24時間365日の対応ができる（緊急連絡先確保のみでは対応が困難）

　　　　

３．これからの動向と考察

　　1)地域包括支援センターの具体的な運営の仕方が大きな課題。

　　　　改正介護保険制度を形成していく中で当初は、介護予防を地域の中でどのように展開していくかというのが第一の課題だった。　

　　　　①一人ひとりの高齢者を地域の中で介護保険制度だけではなく、さまざまな社会資源を活用して、包括的に支えていく拠点へとシフトした。

　　　　②ケアマネジャーの支援

　　2)在宅療養支援について

　　　　療養病床については、医療の必要度の高い患者を受け入れるものに限定し、医療保険で対応するとともに、医療の必要性の低い患者については、病院ではなく在宅、居宅系サービス、または老健施設等で受け止めることで対応する。さらに、居宅介護支援事業所や訪問看護ステーション、訪問介護事業所、デイケアセンター等の在宅療養支援の拠点となるものが連携しあい、在宅支援をする。

　　　

3)地域包括ケアシステムに必要なスキル

　　　専門性（知識・技術・倫理・社会性）の向上

　・チームケアの理解

　・目的、理念、目標などの理解

　・ケアの原則の理解

　・ニーズのとらえかたの理解

　・認知症、医学知識、生活機能などの理解

　　　・虐待、権利擁護の理解と対応技術

　　　・コミュニケーションの力（情報伝達、意思伝達、情報交換　など）

      ・まち作りのプラットホームを意識し、推進する粘り強さ、企画力、地域財産の発見と開発

　　　・人々の尊厳と価値観の多様性の理解

　　　・人が好き、そしてバイスティクの7原則、信頼を得る技と人間性

　　　・スーパービジョンを行うシステムと技量が必要

情報交換「青森県の地域包括支援センターへの取り組みと現状」

　青森市の状況 　在宅介護支援センター和幸　西岡　俊子　氏

・H18.4月より、11ヶ所の地域包括支援センターを設置。うち9ヶ所は在宅介護支援センターも兼ねる。

　・ブランチとしての在宅介護支援センター業務

　　～地域包括支援センターの利便性を考慮し、住民からの相談を受け付け、集約したうえで地域包括支援センターにつなぐ窓口として位置づける。

1 実態把握

2 総合相談支援

3 地域のネットワークとの連携

4 一般高齢者介護予防事業の実施

　・地域包括支援センター活動状況

　　　7月の介護予防ケアプラン作成件数　　502件（包括350件、居宅152件）

　　　4～7月の相談件数　　2,853件

　・青森市の介護予防事業について

1 一般高齢者介護予防事業は、在宅介護支援センターが市から委託を受けて年間2回実施。

2 特定高齢者通所型介護予防事業は、11圏域15ヶ所の介護予防通所介護事業所でH18.8月から受け入れを開始している。（定員165人）

3 特定高齢者訪問型介護予防事業は、青森県保健師会が委託を受けて行う。

　

八戸市の状況　　八戸市地域包括支援センター　栗野　ヤエ子　氏

　・H18.4月より、八戸市直営で1ヶ所設置。日常生活圏域担当の在宅介護支援センターを10ヶ所設置（ブランチとして委託）

　・事業内容

1 包括的・継続的マネジメント

包括的支援事業研修会（年9回）

ケアマネジメントリーダー意見交換会（年6回～）

困難ケース会議（随時）

2 権利擁護業務

高齢者あんしん相談窓口での相談（随時）

虐待ケア会議（随時）

高齢者虐待対策ケース会議（年4回）

高齢者虐待防止フォーラム

3 総合相談支援業務

在宅介護支援センター打合せ会（年12回以上）

4 介護予防ケアマネジメント

介護予防ケアマネジメントに関する説明会及び研修会（1～2回）

　・ブランチ在宅介護支援センターへの委託業務

　　　　総合相談、実態把握、介護予防プラン作成、介護予防教室、高齢者見守りネットワーク運営、ボランティア育成・活用

大間町の状況　　在宅介護支援センターくろまつ　篠崎　一夫　氏

・H19.4月から、社協に委託しスタートの予定。

・大間町の人口は6,413人、高齢化率23.3

・介護認定率・利用率は県内でも低い。

・今後の課題→①住民の健診率が低いため、健診を促し特定高齢者の早期発見を。

　　　　　　　②基本職種の確保

　　　　　　　③財政難

〔考察〕

　4月に地域包括支援センターがスタートし5ヶ月が経過したが、各地域の地域包括支援センターとも、特定高齢者の洗い出しに苦慮しているようだった。国からは、健診を受け医師から介護予防が必要だと判断された者のみ介護予防事業を利用できるとしているが、健診を受けない人・受けられない人、介護保険を利用できない人の方が多く、実際は特定高齢者だが、特定高齢者としてあがってこないのが現状である。八戸市では、H17年度まで地域の65歳以上の方（特定・一般高齢者対象）のお宅を訪問し、実態把握を行うとともに、健康診断受診のお願いもしていた。それにより新規訪問もあり、これまで発見できなかった特定高齢者を発見し、介護予防やサービスの導入につなげてきていた。しかし、今年度からは特定高齢者のみを対象とした実態把握となっているため、民生委員や町内会、近隣者等からの連絡がなければ、健診を受けられない（受診しない）特定高齢者を発見することは困難となっている。在介の機能として、どんどん地域へ出て行きニーズを発見することが必要だと言われているが、実態把握以外の業務が山積みとなっているため、それがなかなか進まない現状にある。そのような中で、有力な情報源となるのが地区担当の民生委員や町内会、近隣者等からの通報である。このような方々がニーズを発見するアンテナ役となり、担当の在介へ連絡をする、という連携の流れができれば孤独死や人権擁護、虐待等の課題解決の大きな前進となるであろう。現在でも地域の方々から様々な情報を頂くことはあるが、さらに繋がりを強化するためには、地域とのネットワークを確かなものにしていく必要がある。まず地域の人々との繋がりを大切にし、こまめに足を運ぶことで在介の役割を知って頂き信頼関係を作っていきたいと感じた。


















在宅介護支援センター（市内25ヶ所）


（地域包括のブランチ）


・高齢者の支援


　　相談、見守り、訪問、実態把握、虚弱高齢者の発見


・地域との連携


　　民生委員、地区社協等との連携








地域包括支援センター（市内に3ヶ所）


社会福祉士　　総合相談・権利擁護


　　　　　　　・困難事例の解決


　　　　　　　・関係機関のつなぎ


主任ケアマネ　ケアマネジャー支援


　　　　　　　・ケアプランの作成


　　　　　　　・困難事例の相談


保健師等　介護予防マネジメント


　　  　・虚弱高齢者のケアプラン作成


　　　　・要支援者のケアプランチェック





在介活用の必然性はここ





居宅介護支援事業所


・要支援者のケアプラン原案作成（委託業務）、要支援者のケアプラン作成


　　





重度者のための包括ケアネットワーク（まちづくり）はこれからの地域の重要課題。


障害者や障害児の対応も必要となる。








